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第１条（仮想口座利用規定の適用） 

この規定に定めのない事項については、当行の個別の預金規定により取扱いしま

す。ただし、この規定と預金規定の内容が異なる場合には、この規定が優先します。 

第２条（定義） 

預金規定で定める定義のほか、この規定で定める用語の定義は次のとおりとしま

す。 

（１）仮想口座 

仮想口座とは当行が三井住友銀行から一括して貸与を受けて個々 の顧客が当 

行にお持ちの普通預金口座に対して個別に専属番号（仮想口座番号）を付与する 

ものであり、当行口座保有者である顧客の依頼により、あるいは特に顧客の 

拒絶のない限り、当行があらかじめ当行内の口座との組み合わせで設定し交付す 

るものです。 

（２）国内被仕向振込 

①この規定において国内被仕向振込とは他行から当行内にある顧客口座へ国内 

振込みを行うに際して予め付与された仮想口座番号を使用して振込みを仕向 

ける事を言います。 

②国内被仕向振込を行う際の受取人名義は当行（韓国外換銀行／カンコクガイ

カンギンコウ）であり、仮想口座番号から当行内にある顧客口座への振替にか

かる処理は当行が当行内部システムに口座番号と専属仮想口座番号を予め登録

する事によって行います。 

第３条（仮想口座の利用の申込および登録） 

仮想口座の利用申込みは次により取扱います。 

（１）利用の申込み 

当行口座保有者である顧客の依頼により、当行内の口座と専属仮想口座番号の 

組み合わせで設定し交付します。 

（２）当行の自動付与 

当行が予め定めた所定の預金に対しては特に顧客の拒絶のない限り、当行が預 

金口座開設時に当行内口座と専属仮想口座番号の組み合わせで設定して交付致 

します。 

第４条（被振込の実行） 

（１）被振込の入金実行 

被振込の口座への入金実行は、振り込まれた仮想口座番号と予め当行内に登録さ 

れた専属仮想口座番号とが一致した場合及び、振込人名義が預金主本人であるか 

あるいは予め当行に届け出られた振込人名である場合のみ、前記3条に定めると 

おりに予め専属仮想口座番号と組み合わされて登録された当行内口座に振込金 

額を入金致します。 

（２）振込人の制限 

本件振込専用仮想口座の使用にあたっては、原則的に預金主本人の入金の便に 

資することを目的としている事から、振込人と被振込人は預金主本人自身である 

事を原則とする。ただし、家族等の振込など、他者からの振込みもあり得るた 

め、予め所定の様式で文書によって届け出て当行がその必要性を認めた場合のみ 

本人以外に４名（合計で５名）の振込人名を認めます。届出のない振込人からの 

振込みについては場合によっては「該当なし」として取り扱う事があります。 

（３）振込人の制限の解除 

振込人の制限の解除は顧客の依頼により当行で審査後に妥当であると判断し 

て了承するか、もしくは当行からの顧客への解除通知により行います。その際、 

必要に応じて当行は審査資料として財務資料（決算書等）他の各種資料を提出要 

請する事があるほか随時、追加資料を要請する事があります。当行の請求資料に 

対して適正に対応しない顧客に対しては制限解除は行いません。また、既に解除 

運用中の顧客であっても追加要請に応じない場合は制限解除あるいは仮想口 

座の利用をお断りする場合があります。 

第５条（被振込の成立と解除等） 

（１）被振込は、当行が上記第４条に定める被振込である事を確認して被振込金を 

受領し、その資金を届出／登録された当行内部預金口座に振り替えた時点で成立 

するものとします。 

ただし、振込制限を解除した顧客に対しては振込人名の事前点検が出来ない事に

鑑み、振込人の誤謬等による振込みである事を当行が確認した時点で口座所有者

の同意の有無に関わりなく、取り消しの事実を通報するのみで取り消しを実施す

る事ができるものとし、被振込は成立しなかったものとします。 

（２）前項により被振込が成立したときは、当行は、その内容に関して、被振込人 

が要求した場合に限り、振込計算書等を交付します。ただし、振込制限を解除し 

た顧客に対しては口座所有者の同意の有無に関わりなく、取り消しの事実を通報 

するのみで取り消しを実施できる前項（１）の特約により、振込計算書の発行は 

振込取消権を留保した形で発行いたします。 

（３）第１項により被振込の入金が成立した後においても、次の各号の事由の一つ 

にでも該当すると認めたときは、当行が残高の範囲内において予め預金口座保有 

者に取り消しの意図を通知することによって被振込の入金の解除ができるもの 

とします。この場合、解除によって生じた損害については当行は責任を負いませ 

ん。 

①取引等の非常停止に該当するなど振込が関連法規等に違反する時 

②戦争、内乱、もしくは関係銀行の資産凍結、支払停止などが発生しまたはその

おそれがある時 

③振込が犯罪にかかわるものであるなど相当の事由がある時 

 

 

 

（４）前項による解除の場合には、振込依頼人から受領した振込資金等は仕向銀行 

を経由して依頼人に返還します。 

第６条（仮想口座番号利用の解除） 

仮想口座番号利用の解除は、次により取扱います。 

（１）当店が利用者である口座保有者から書面によって解除を申し出る通知を受取 

ったとき 

（２）次の事項の一つにでも該当する場合には、当行は申込人に通知することなく 

このサ－ビス利用を解除する事ができます。 

  ①１年以上このサ－ビスの利用がない場合 

②このサ－ビスの利用名義人が存在しないことが明らかになった場合または利

用名義人の意思によらずに申込みされたことが明らかになった場合 

③このサ－ビスが法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれが

あると認められる場合 

④その他、使用状況に対する当行の点検の結果、本来の使用目的と著しく異なる

使用が認められ、継続的に使用を認める事が困難な場合。 

(３) 前項のほか、次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが

不適切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知する

ことによりこの預金口座を解約することが出来るものとします。なお、この解約

によって生じた損害については、当行は責任を負いません。また、この解約によ

り当行に損害が生じたときは、その損害額を支払って頂きます。 

①預金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判

明した場合  

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない

者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは

特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」と

いう。）に該当し、または次のいずれかに該当することが判明した場合 

Ａ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加

える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係

を有すること 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をし

ていると認められる関係を有すること 

Ｅ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難され

るべき関係を有すること 

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当する行為を

した場合  

Ａ．暴力的な要求行為 

Ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為  

Ｄ．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用 

を毀損し、または当行の業務を妨害する行為   

Ｅ．その他前各号に準ずる行為 

第７条（組戻し） 

（１）当行が組戻しの依頼を受けたときは、当行が適当と認める関係銀行および伝

達手段により、組戻依頼書の内容に従って、組戻しの指図を発信するなど、遅滞

なく組戻しに必要な手続きをとります。 

（２）組戻しを依頼する関係銀行に対して当行が承諾した場合は被振込に係る返戻

金は、直ちに仕向銀行を通じて振込依頼人宛に返還致します。 

（３）本条に規定する組戻しは、関係銀行による組戻しの拒絶、法令による制限、

政府または裁判所等の公的機関の措置等により、その取扱いができない場合があ

ります。 

第８条（手数料等） 

仮想口座番号の利用については別途銀行で定めて公示あるいは通知する手数料

を付加する事があります。 

第９条（本規定の適用と異議申し立て） 

（１)本規定の適用は公示を持って行います。仮想口座番号を使用する際は本規定

の定める所に従ってください。 

（２）本規定の適用における異議申し立ては当行に対して行う事が出来ます。又、

当行に対する異議申し立てに不服のある場合は各取扱支店を管轄する裁判所に

異議の申し立てを行う事が出来るものとします。 
第１０条（規定の変更） 
（１）この規定の各事項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相当の事由
があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載による公表その他相当の
方法で周知することにより、変更できるものとします。 
（２）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 
 

以  上 


